
 

 

 

 

田村市中小事業者原油価格・物価高騰対応支援給付金 

申請要領 

 

令和 4年１２月１５日 
 

 

 

 

 

 

【申請先】 

 滝根町商工会 大越町商工会 都路町商工会 常葉町商工会 船引町商工会 

  78-2033  79-2555   75-2497   77-2019   82-4264 

 受付時間 平日 9：00～16：00 

【問合せ先】 

 田村市役所 産業部 商工課 商工振興係 

 ℡：０２４７-８２-６６７７ 

 e-mail:shoko@city.tamura.lg.jp 



１ 支援の目的  

   物価高騰や原油高騰等の影響を受けている市内の事業者を支援するため、中小企業者及び個

人事業者に対して、支援金を支給します。 

 

２ 給付対象要件  

   給付対象者は、下記のすべてに該当する者とします。 

(1)中小企業基本法(昭和 38年法律第 154号)第 2条第 1項各号の事業を営む事業者若しくは 

一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人又は公益財団法人であること。ただし、次のア 

及びイのいずれかに該当する者を除く。 

ア 田村市医療福祉施設原油価格・物価高騰対応支援給付金支給事業実施要綱(令和 4年田 

村市告示第 157号)に規定する医療福祉事業者等 

イ 農業、林業又は漁業を主たる事業として営む個人事業主 

(2)申請の日において、3月以上事業を継続しており、当該申請日以降も事業を継続する意思 

を有していること。 

(3)事業収入があること。 

(4)個人事業主のうち、申請要件となる事業収入が主たる収入であること。 

(5)次のいずれにも該当しないこと。 

ア 田村市暴力団排除条例(平成 24年田村市条例第 3号)に規定する暴力団又は暴力団員等 

に該当するもの 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23年法律第 122号)第 2条第 

1号に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第 13項に規定する接客受託営業を行う者 

ウ 宗教的又は政治的活動を主たる目的として事業を営む者 

エ 法人が罰金の刑に処せられた場合又は個人が禁固以上の刑に処せられた場合は、その 

刑の執行を終わり、又はその執行を受けなくなった日から 1年を経過しない者 

オ 公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22年法律 

第 54号)第 49条に規定する排除措置命令若しくは同法第 62条第 1項に規定する納付命   

令を受けた者又はその必要な措置が完了した日若しくはその納付が完了した日から 1年 

を経過しない者 

カ その他市長が適当でないと認める者 

 

３ 支援金の給付金額  

   法人等    一律 10万円 

   個人事業主  一律 5万円 

 

４ 申請期間   

令和 4年 12月 15日（木）から令和 5年 2月 10日（金）まで 

※郵送申請においても締切日必着とします。 

 



５ 申請先     

各町商工会 ※事業所所在地の商工会に申請してください。 

  郵送の場合 滝根町商工会 〒963-3602 滝根町神俣字梵天川 398 

        大越町商工会 〒963-4111 大越町上大越字元池 197-1 

        都路町商工会 〒963-4701 都路町古道字戸屋 70 

        常葉町商工会 〒933-4602 常葉町常葉字上町 62-3 

        船引町商工会 〒963-4312 船引町船引字上中田 17-1 

 

６ 留意事項  

 ・給付要件に該当しない事案や、不正が判明した場合、支援金の不支給決定又は給付決定の取り

消しを行います。給付後に発覚した場合は、支援金を返還していただく必要があります。 

 ・この支援金については、確定申告に含める必要がありますので、税務上の処理についてはご注

意ください。 

 

７ 申請必要書類  

１）田村市中小事業者等原油価格・物価高騰対応支援給付金支給申請書兼請求書（様式第 1号） 

２）暴力団等の排除に関する誓約事項及び同意事項（様式第 2号） 

３）営業許可証、法人登記事項証明書、開業届出書、法人等の（設立等・異動）届出書の写し等

（法人のみ） 

４）事業収入が確認できる書類 

〈法人の場合〉 

〇直近の事業年度の確定申告書別表一の控え及び法人事業概況説明書の控え 

※e-Taxによる申告の場合は「受信通知」を添付 

 

〈個人事業者の場合〉 

〇以下の令和 3年分確定申告書類 

青色申告 白色申告 

・確定申告書第一表の控え 

・所得税青色申告決算書の控え 

・確定申告書第一表の控え 

・収支内訳書の控え 

※確定申告の義務がないため、確定申告書類を提出できない事業

者は、住民税の申告書類（令和 4年度市町村民税・県民税申告書の

控え（確定申告書類の代替） 

※e-Taxによる申告の場合は「受信通知」を添付 

５）振込先口座の通帳の写し 

６）本人確認書類の写し（個人事業主のみ） 

 

８ 申告書類の詳細について 

１） 田村市中小事業者等原油価格・物価高騰対応支援給付金支給申請書兼請求書（様式第 1号） 



〇手書きの場合は必ずボールペンを使用してください。 

〇不備などがあった場合連絡のため、担当者・連絡先を必ずご記入ください。 

〇日付については、実際の記入日を記入してください。 

 

２） 暴力団等の排除に関する誓約事項及び同意事項（様式第 2号） 

〇手書きをされる場合は、必ずボールペンを使用してください。 

〇日付については、実際に記入した日付を記入してください。（申請書日付と同日） 

 

３） 営業許可証、法人登記事項証明書、開業届出書、法人等の（設立等・異動）届出書の写し等

（法人のみ） 

〇団体の場合は、代表者名・団体の目的・組織・運営・事業内容・事務局の組織・所在等を明ら

かにする規約、規則等を提出してください。 

 

４）事業収入が確認できる書類 

 〇確定申告書第一表の控えには収受日付印が押印（e-Taxにより申告した場合は、受付日時が印

字）されていること。e-Taxによる申告の場合は「受信通知」を添付することが必要です。 

  



◆ 法人の場合 ◆ 

・確定申告書別表第一の控え 

・法人事業概況説明書の控え 

・受信通知（e-Taxによる申告の場合のみ必要となります） 

 

 

〈確定申告書別表第一の控え〉 

     

    



〈法人事業概況説明書〉 

 

 

 

 

  ※確定申告書の上部に「電子申告の日時」 

  と、「受付番号」の記載のあるものについて 

  は、「受信通知」の添付は不要です。 

 



◆ 個人事業者（青色申告）の場合 ◆ 

 ・確定申告第一表の控え 

 ・所得税青色申告決算書の控え 

 ・受信通知（e-taxによる申告の場合のみ必要となります） 

 

〈確定申告書別表一の控え〉 

 

    

 



〈所得税青色申告決算書の控え〉 

 

 

 

  



◆ 個人事業者（白色申告）の場合 ◆ 

 ・確定申告第一表の控え 

 ・収支内訳書の控え 

 ・受信通知（e-taxによる申告の場合のみ必要となります） 

 

〈確定申告書別表一の控え〉 

 

    

 



〈 収支内訳書の控え 〉 

 

 

 

 



５）振込先口座の通帳の写し 

申請者名義の口座の通帳の写しとします。 

銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・口座名義人が確認できるよう通帳のオ

モテ面と通帳を開いた１，２ページ目の両方を添付してください。 

 電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合には、電子通帳等の画面等の画像を印刷して提

出してください。同様に、当座口座で紙媒体の通帳がない場合も、電子通帳等の画像を印刷

して提出してください。 

 

６）本人確認書類の写し（個人事業主のみ） 

 住所・氏名・生年月日・顔写真がはっきりと判別できるかたちで、以下のいずれかを提出

してください。 

・運転免許証（両面） 

・個人番号カード（オモテ面のみ） 

・写真付き住民基本台帳カード（オモテ面のみ） 

・在留カード、特別永住者証明書（両面）など 

・パスポート 

 ※上記を保有していない場合は、複数の書類で代替可。 

 ・住民票の写し・病院の診察券など 

 ・住民票の写しと各種健康保険証 など 


